
【目標２】地域農業を支える人材の育成及び就農支援　　

項目 事項 取　組 現状及び課題
令和４年度

目標
具体的な計画 令和４年度実績 評価 次年度の課題

　時代に対応したカリ
キュラムの見直しを行
います。（学務科）

　規則改正を伴うカリキュラ
ム見直しは平成30年3月以降
行っていない。

・現行カリキュ
ラムの問題点及
び課題の把握
・カリキュラム
素案作成着手

・カリキュラムの検証及び新たな
カリキュラムの検討を教育部全体
で進めていく。
・カリキュラム素案の作成に着手
する。

・毎月1回カリキュラム編成会議を開催し、次
年度から実施する新カリキュラムを検討。
・「スマート農業技術」、「農業基礎演習」、
「飼料・環境保全」のR5.4月からの開始に向
け、規則改正を実施。
・農業総合試験場とカリキュラム調整を図るた
めの調整会議を設置した。

Ａ

・時代のニーズを把握
したうえで、現行カリ
キュラムの問題点の把
握が必要

　学生の学力や能力等
の情報を共有化すると
ともに、専門分野の知
識を学ぶ能力に応じた
取り組みを図ります。
（農学科）

　学生個々の学力等の調査が
十分に行われておらず、専攻
や職員により指導方針にばら
つきがある。

・専攻ごとの学
生シートの作成

・各専攻で学生との面談を実施す
るとともに、学力調査を実施す
る。
・調査結果の情報を共有し、各学
生の学力等に応じた指導を検討し
ていく。

・年度当初に１年生の基礎学力の評価テストを
実施。
・各専攻において、学生との面談を行い（５月
～６月）専攻内で情報共有するとともに、その
後の指導方針で活用。
・専攻ごとに学生シートを作成。

Ａ

・引き続き、年度当初
に各学生と面談し、指
導方針を検討

　企業や関係機関等と
連携した教育プログラ
ムの編成に取り組みま
す。（学務科、就農企
画科）

　最新の情報・技術を取り入
れた魅力あるカリキュラムに
していく必要がある。

・企業と連携し
たカリキュラム
の実施
・学生の企画研
修部研修参加１
回

・企業と連携したカリキュラム実
施を検討していく。
・農大生が企画研修部研修に参加
する手法等を検討する。

・ヤンマー、クボタ、経済連等と連携したカリ
キュラムを実施し、スマート農業技術の活用等
について学習。
・学生15名が企画研修部主催の研修に参加。
・農業総合試験場に協力を求めるカリキュラム
の充実・調整を図るため、試験場とカリキュラ
ム調整会議を設置した。

Ａ

・学生にとって有益な
研修への参加を積極的
な呼びかけ

　専攻ごとに定期的に
学生の技術経営の習得
レベルを評価し、各レ
ベルに応じた教育指導
を行います。（農学
科）

　学生間で技術経営の習得レ
ベルに差があるが、各学生に
合わせた効果的な教育・指導
を継続的に行う体制がでいて
いない。

・共通基準の習
得レベルに基づ
き、習得状況の
評価について試
行する。

・個々の学生の技術経営の習得レ
ベルを評価する共通の基準を作成
する。必要に応じて内容は改正す
る。
・共通の基準に従って、１年生は
年４回、２年生は年３回評価を実
施して、習得レベルを評価する。
・習得レベルを向上させるためレ
ベルに合わせた効果的な指導を実
施する。

・年度当初に1年生の基礎学力の評価テストを
実施。
・ルーブリック評価法を活用した各学期末での
専攻実習の習得レベル評価を全学生について実
施。

Ａ

・評価表の一部見直し
・各専攻で学期末の専
攻学習の習得レベル評
価の取組の継続

　ＧＡＰを取り入れた
教育指導により生産・
労働環境などのレベル
を向上します。（農学
科）

　ＧＡＰの講義等は行われて
きたが、実習などの労働環境
改善など実践的に活用されて
学ぶ機会がない。

・ＧＡＰ評価の
実施

・各専攻担当によるＧＡＰ指導担
当者会議を開催する。
・会議でＧＡＰ導入による実習改
善方法等及び評価方法等を検討す
る。
・試行的に一部専攻（作物、露地
野菜）でＧＡＰによる労働環境改
善等について他部門等の学生や職
員による評価を行う。

・ＧＡＰ指導担当者会議を開催し、先行して取
り組んでいる露地野菜専攻の現場教室を見学
(6/30)。
・各専攻で農薬庫の整理や危険箇所マップ等を
作成。
・年度内に作物専攻でJGAP基準書に基づいた労
働環境改善評価を行った。

Ａ

・各専攻でＧＡＰへの
取組を継続
・一部専攻でＪＧＡＰ
の認証取得に向けた取
組を実施

　実習販売等を通じて
マーケティングや経営
管理能力を向上するた
めの学習活動を推進し
ます。（農学科）

　実習販売を行っているが、
マーケティングなど経営管理
能力の向上に十分結び付いて
いない。

・各専攻の販売
における経営管
理学習の実施

・各専攻で学生による実習販売の
収支の把握やシュミレーションな
どの指導を行う。、
・収支結果などの経営評価を行
い、発表を行う。

・マーケティングや経営管理能力の向上のた
め、実習販売や経営管理演習を実施。

◎別添「各専攻の取組」を参照 Ａ

・フィードバックによ
る改善計画案を作成
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項目 事項 取　組 現状及び課題
令和４年度

目標
具体的な計画 令和４年度実績 評価 次年度の課題

　新技術や地域課題、
継続課題等プロジェク
ト学習の高度化を図り
ます。（農学科）

　単年度のプロジェクト学習
では、生産現場の課題解決に
役立つ知見を得ることは困難
である。

･設定した実施手
順に従って、地
域課題の実施の
可否を検討

・地域課題等をプロジェクト学習
に反映できるよう、①現場の課題
について普及課から情報収集　②
プロジェクト化できる課題の選択
③プロジェクト内容の設定　④実
施に当たって広域、普及課に連携
要請　を行う。

・プロジェクト学習指導の現状を確認し、進捗
管理及び検討体制の整備案を班長会議で提案
し、了承(8/4)。
・各専攻の重点テーマを設定。
・現場の課題について情報収集し、地域課題の
実施の可否を検討。
・今年度のプロジェクト課題を普及現場と連携
して進め、全国大会で上位入賞。

Ａ

・プロジェクト学習指
導の検討体制強化

　学生による校内の自
主活動を推進するため
学生会等の活動を強化
します。（学務科、農
学科）

・学生会により、学生からの
意見箱を設置した。学生会で
とりまとめ、学生職員連絡会
議に議題として提案された。
・学生職員連絡会は学生の負
担もあり、各期１回、計４回
開催とした。
・週１回程度学生会役員会は
開催され、必要に応じ職員も
同席しており、情報は共有で
きていた。
・寮委員会を学期毎に1回開
催して寮委員の果たす役割や
問題点を説明し寮委員が学生
による自治の一端を担えるよ
う啓発している。

・学生会等の定
期的な開催。年
間１２回以上。
・事前打合せ
会、スポーツ大
会での学生の主
体的な運営

・毎月1回以上、定期的に学生会等
の連絡会の開催を促し、自主的な
運営体制ができるようにする。
・学校活動の運営について、学生
会の積極的な参画を働きかける。
・令和４年度に愛知県で開催する
東海近畿地区農業大学校学生ス
ポーツ大会において、学生会を中
心に積極的に運営に関わって貰
う。

・毎週火曜日に開催される役員会をはじめ、学
務科職員との打合せ等を14回実施、職員・学生
連絡会を2回開催。
・東近学生スポーツ大会、体育祭、収穫感謝祭
や農大祭等において学生会が主体となり、学生
全体が積極的に参加。
・５月26、27日にスポーツ大会は、選手スタッ
フ合わせて2日間で176人の学生が参加し、主体
的に大会運営を実践。

Ａ

・職員・学生連絡会は
副校長以下が参加し、
直接学生と意見交換で
きる場であるため継続
・寮委員会がコロナ禍
のためほぼ活動する機
会がなく、今後制限緩
和が進む中での再活動
が必要

　地域イベントやボラ
ンティア等学生による
課外活動の実施を支援
し学生の社会性向上を
図ります。（学務科、
農学科）

　学生が参加できる地域イベ
ントやボランティアの情報が
不足している。

・地域イベント
等への参加

・学生の地域イベントやボラン
ティア参加への意向を調査すると
ともに、地域イベント等の情報を
収集し積極的な参加を促してい
く。

・各専攻において、学生と面談を行い（５月～
６月）、ボランティア等への参加状況を調査。
学生の約６割がボランティアの経験があり、約
５割がボランティアや地域イベントへの参加に
関心があったため、参加を推進。その結果、夏
休みを活用して、愛知こども自然体験キャンプ
に参加した学生がボランティアリーダーを体
験。

Ａ

・学生が参加可能なボ
ランティア、地域イベ
ントの情報収集
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　学生や指導者向けの
研修会等の実施、意見
発表などの参加促進に
より学生のコミュニ
ケーション力を強化し
ます。（学務科、農学
科）

　コミュニケーション力を十
分習得できていないため、派
遣実習・就職活動等外部と係
わる活動で支障を来す学生が
いる。

・専攻等での発
表回数(２回/学
生)

・指導者向けの教育指導ガイドラ
インを適宜見直す。
・自分の考えや成果を人前で発表
できる機会を新たに設け、全学生
に参加を促す（派遣報告会及び卒
論発表会の他に各学年１回ずつ、
年間２回/学生）
・懸賞論文等への応募支援を行
う。

・教育指導ガイドラインについて専攻担当職員
に説明し、意見交換を実施(4/6)。
・１年生は各専攻で派遣実習報告会の他、学生
生活の抱負、目標、意見発表予選会などで計２
回発表。
・２年生は各専攻で卒業論文発表会の他、卒業
論文中間報告会、経営管理演習課題発表などで
計２回発表。
・１、２年生ともおおむね２回/１人発表でき
た。
・1年生に対して酪農の夢コンクールもしくは
ヤンマー懸賞作文への参加を呼びかけ、全ての
1年生が参加し、４名が入賞した。

Ａ

・懸賞作文への参加、
上位入賞
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項目 事項 取　組 現状及び課題
令和４年度

目標
具体的な計画 令和４年度実績 評価 次年度の課題

　メーカー等と連携し
先進的な機器や技術の
実習指導を実施しま
す。（農学科）

　スマート農業や高度な経営
管理実習など実施てきていな
い専攻が多く、計画的に行わ
れていない。

・各専攻別のカ
リキュラム案の
作成

・スマート農業等を取り入れた専
攻別のカリキュラム案を検討す
る。
・メーカーと連携したスマート農
業実演会を実施する。

・メーカー等の協力を得てスマート農業などの
実習指導を実施。

◎別添「各専攻の取組」を参照
Ａ

・各専攻に必要なス
マート農業技術につい
て、専攻ごとに学ぶ機
会を設定

　学習や生活（寮）環
境の快適化や教育のデ
ジタル化などの整備を
推進します。（管理
課、企画研修部、教育
部）

　学内LANの未構築、教室棟
に空調機未設置の部屋が存在
するなど他の学校と比べて遅
れている。

・予算要求 ・環境整備のための具体的な内容
を精査し、予算要求につなげてい
く。
・校内ネットワーク整備について
は令和５年度予算に要求する。

・教育のデジタル化や先進技術に対応した施
設、機器の整備のため、令和5年度当初予算で
施設設備整備費で12件、予算122,849千円で要
求。結果8件、77,506千円の予算を確保（別
紙）。
・校内ネットワーク整備は一部予算化され次年
度実施。

Ｂ

・環境整備に必要なＲ
６年度予算の要求

　先進技術に対応した
施設・機器の整備を計
画的に推進します。
（管理課、企画研修
部、教育部）

　令和３年度に各グループ単
位で施設更新計画を作成し
た。
　毎年度、計画を更新し予算
要求につなげていく。

・施設更新計画
の更新
・豚舎整備の予
算要求
・鶏舎整備の計
画策定

・施設・機器の現状を整理し施設
更新計画を更新する。
・豚舎について、飼料庫と更衣室
の整備を令和５年度予算に要求す
る。
・鶏舎について、更新のための整
備計画を検討する。

・各グループ単位でそれぞれの施設設備整備計
画を見直し、修正（要求内容と結果は別紙）。
・豚舎整備は予算化され次年度実施。

Ｂ

・施設設備整備計画に
沿ったＲ６年度予算の
要求
・鶏舎整備の計画策定

　職員の経験年数や能
力に応じた研修の体系
化を図ります。（就農
企画科）

　各職員に応じた農大独自の
研修体系が検討・確立されて
いない。

・研修の体系化
と研修計画の作
成

・経験年数や必要とする技能に応
じた効果的な研修体系を検討す
る。
・年間研修計画を検討し作成す
る。
・新任者研修や資格取得研修を実
施する。

・職員研修会議を開催（4/16、9/12、２月）。
職員の研修受講状況について調整、整理すると
ともに、年間研修計画を基に受講希望者を取り
まとめ自主的な研修受講を推進。
・新任職員研修：4/7 実施、技能、資格取得研
修：18人受講（内容は別紙）

Ａ

・目標達成のため評価
シートから項目削除

　外部研修や現場調査
など職員研修の充実強
化を図ります。（就農
企画科、農学科）

　学生を指導する専攻職員は
農業に関する指導はできるも
のの、教育的な指導に関する
専門知識・技術はほとんど無
く、学生指導に苦慮してい
る。また、他県農大等の優良
事例などの情報がない。

・職員の研修年
間参加者率
７割以上

・外部講師を招いた職員研修会を
実施する。
・専攻職員を講師とした専攻事例
研修等の研修を実施する。
・他県農大の優良事例調査の実施
及び職員への情報提供を行う。

・職員の指導力強化のため、外部講師による職
員研修を実施（7/22、8/10)。
・国がマイファームに委託した指導力向上研修
を受講。
・農水省が公表している全国の農業大学校で実
践されているスマート農業教育の情報提供。
・専攻職員を講師とした職場研修を実施
（2/21、28人参加）。
・9割の職員が1回以上研修に参加。
・他県の事例調査は新型コロナ感染症蔓延のた
め中止。

Ａ

・研修会議の開催によ
る研修の進捗管理
・研修参加の促進

　試験場や農業改良普
及課等関係機関と連携
し研修を実施します。
(農学科、就農企画
科）

　学生への実践的な指導を行
うには、専攻職員の最新・専
門技術や知識の習得が求めら
れる。

・各専攻職員か
らの参加
１名以上

・職員研修会議において効果的な
研修方法等について検討・実施す
る。（例えば、専攻職員を対象に
試験場や各地域での研修など）
・担い手研修科が実施する生産高
度化研修への専攻職員の参加を誘
導する。

・作物、施設野菜、果樹、養豚各専攻職員（各
1名）が農総試の実用化技術研究会や生涯教育
高度化研修に参加。
・普及職員協議会の普及活動優良事例発表会に
11名参加。

Ｂ

・関係機関と連携した
研修への参加促進
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項目 事項 取　組 現状及び課題
令和４年度

目標
具体的な計画 令和４年度実績 評価 次年度の課題

　キャリアごとに必要
な各種免許・資格の取
得を推進します。（農
学科）

　令和３年度に各種免許・資
格の取得状況を調査したが不
十分で、これに基づく働きか
けも十分でなかった。

・２年次に１以
上取得できた学
生の割合50％以
上

・学生面談(５月)、進路セミナー
(12月)で進路意向と免許・資格取
得状況及び希望調査の実施(１年
次)。
・自営や雇用就農を希望する者の
免許や資格等の取得状況を確認し
(１～３月)、未取得者に取得を働
きかける(２年次４～５月)。

・学生面談時に免許・資格取得状況を聞き取る
とともに、希望進路に応じた資格取得について
助言(５月)。
・８月末までの予定を含めて取得状況を整理
し、進路指導担当で情報を共有(７月)。
・２年生の資格等取得状況を集計したところ、
74名中50名(68％)が今年度新たな資格等を取
得。また、30名は複数種類の資格等を取得(３
月）。

Ａ

・各種免許、資格の取
得推進

　学生への進路指導セ
ミナー等を充実強化し
ます。（農学科）

　従前から就職を中心とした
進路セミナーを５回実施して
おり、令和３年度には進学指
導担当を設置し、ガイダンス
や模擬面接会を実施した。
就農希望者に対する支援を強
化する必要がある。

・希望進路別セ
ミナー等の開催
　就農・進学・
実習助手等各１
回

・進学ほか進路別の指導担当を設
置し、既存の進路セミナーの実施
内容を見直すとともに、希望進路
別のセミナー等を開催する。
・企画研修部と連携し、就農希望
者向けセミナー等を開催する。

・進路指導会議で、進路別指導担当を選任
(4/12)。
・進路別セミナーへの参加希望アンケートを全
学生に行った(4/11)結果、延べ121名の参加希
望を確認。
・進学(３年次集編入)セミナーを開催し、17人
が参加(２年６､１年11、5/9)。また、受験予定
者３名について模擬面接指導を実施(5/20)。
・新規に実習助手セミナーを２回開催し、のべ
12人が参加(5/18,９､6/23,３）。この他個別に
小論文の添削を指導。
・就農セミナーとして、企画研修部が実施する
就農説明会への参加を促し、９名が出席(7/8,
４､8/2,５)。

Ａ

・希望進路別セミナー
の充実

　農起業支援ステー
ションと連携し就農希
望学生向けの相談機能
を強化します。（就農
企画科、農学科）

　令和３年度に農起業支援ス
テーションが農大内に設置さ
れ、学生への就農相談対応が
できるようになったが、利用
実績は３人と少ない。
　また、教育部では、就職
（進学）ガイダンスは開催し
ているが、就農希望学生向け
ガイダンスは行っていない。

・就農ガイダン
スの開催
１回以上

・農起業支援ステーションにおけ
る就農相談について、学生が集ま
る行事等で広く周知する。
・教育部と連携し、必要に応じて
学生向け就農ガイダンスや就農相
談会を開催する。

・専攻職員の情報提供により学生3人に対して
延べ4回就農相談を実施(7/12､8/8,16、1/26)。
・就農ガイダンスとして、対面で行うときの就
農説明会への参加を呼びかけ、12人が参加。

Ａ

・就農ガイダンスの開
催
・就農説明会への誘導

　JAや農業改良普及課
等関係機関と連携し就
農支援を強化します。
（就農企画科、農学
科）

　令和３年度に参加したＪＡ
愛知中央会主催の新規就農者
確保に関する意見交換会にお
いて、県内ＪＡから就農を希
望する学生について情報提供
の要望があった。

・情報共有体制
の整備

・ステーションでの就農相談後、
各普及課等関係機関と連携し、円
滑に就農へ誘導できるよう丁寧に
就農支援を実施する。
・ＪＡ愛知中央会と連携し、就農
を希望する学生について情報共有
を行い、地域ＪＡとのマッチング
支援を行う。

・ステーションでの相談を経て一人の学生が就
農。
・就農が決定した学生については普及課だけで
なくJAにも情報を提供。

Ａ

・就農希望学生に対す
る個別相談の実施

　雇用就農した卒業生
との意見交換会等雇用
就農者向けのセミナー
を強化します。（農学
科）

　雇用就農した卒業生と在校
生との意見交換会の場は設け
られていない。

・意見交換会の
実施

・従前から各専攻別で実施してい
る「ようこそ先輩」を意見交換の
場と位置づける。
・既存の進路セミナー講師として
雇用就農した卒業生の招へいを検
討する。

・進路指導会議で、｢ようこそ先輩｣に位置づけ
て実施するよう申し合わせ(4/12)、各専攻で実
施(11/4)。

Ａ

・就農者向けセミナー
の実施

　農業法人への意向調
査や雇用就農した卒業
生の状況調査等の実施
します。（農学科）

　卒業後の追跡調査を実施し
ていないため、農業法人へ就
職就農した者の定着状況が把
握できていない。

・定着状況の把
握

・学校に届いた求人票を使って農
業法人へ就職就農した令和２年３
月の卒業生（就農３年目）11名の
定着状況を調査する(８～10月)。

・調査開始後、対象者は10名であることが判明
し、卒業生10名、10経営体を調査(8～10月)。
・10名中２名が既に退職していたことが判明。

Ａ

・本校に届いた求人票
により雇用就農した令
和３年３月の卒業生
(就農３年目)11名の定
着状況を調査

２
　
学
生
の
就
職
・
就
農
の
支
援
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項目 事項 取　組 現状及び課題
令和４年度

目標
具体的な計画 令和４年度実績 評価 次年度の課題

　関係機関と連携し法
人就農先の開拓を推進
します。（農学科）

　令和３年度、農業改良普及
課からの情報提供及び経営体
から直接求人意向の連絡によ
り、就農候補先リストに10経
営体を新規追加し、197経営
体となった。

・雇用就農候補
リスト200経営体
以上

・６月と２月の合同就職相談会開
催時に農業改良普及課へ雇用意向
がある農業法人等の情報提供を働
きかける。
・農業法人等から求人の問い合わ
せがあった機会を利用し新規就農
先を開拓する。

・農業改良普及課からの情報提供により１経営
体を追加し、１経営体を削除(１月)。
・令和５年４月採用内定の実績から新たに４経
営体を追加。
・就農候補先リストは201経営体。 Ａ

・5カ年の目標を達成
したため、評価シート
から削除

　農家派遣実習ととも
に農業法人等へのイン
ターンシップを推進し
ます。（農学科、学務
科）

学校としてインターンシップ
に取り組んでいない。イン
ターンシップを希望する学生
がいる年もあるが、希望する
学生への個別対応になってい
る。

・方法案の作成 ・雇用就農者の定着調査と併せて
インターンシップ受け入れの可否
ついて調査する（10～11月）。
・合同就職相談会に参加した農業
法人等に対して同様に調査する
（６､２､３月）
・学校としてのインターンシップ
の実施方法を進路指導会議で検討
する。

・３回のアンケート調査(R3.10～R4.6)で回答
のあった42件(複数回答あり)を取りまとめ、情
報を共有(９月)。
・10経営体にインターンシップに関するアン
ケート調査を行い８経営体が回答。この結果３
経営体が既に実施、５経営体が未実施だが受け
入れは可能と判明(10月)。
・実施方法について、現状や課題を整理し、教
育部科長班長会議で検討(1/11)。今後、同会議
及び進路指導会議で検討し、方法案を作成し
た。

Ａ

・実施方法に基づくイ
ンターンシップ参加推
進
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項目 事項 取　組 現状及び課題
令和４年度

目標
具体的な計画 令和４年度実績 評価 次年度の課題

　経営やマーケティン
グ等の知識や技術に関
する指導を強化します
。（担い手研修科）

　ニューファーマーズ研修で
行っている経営やマーケティ
ングの講義は、就農後の知識
として重要である。登校でき
ない場合はリモートで受講で
きる環境を整え、受講率を高
める対策が必要である。

・リモート研修
の試行

・ＪＡ等が運営しいる担い手育成
の研修期間へ向けて、経営やマー
ケティング等に関する講義のリ
モート研修を試行する。
・試行後にアンケートを行い、導
入へ向けた計画を立てる。

・土壌診断の基礎の講義(6/7)をJA西三河イチ
ゴスクールの受講生2名を対象に、農作業安全
の講義(7/12)を希望者に対してリモート研修を
試行。
・試行後のアンケートでは、今後もリモートで
受講したい、短時間の講義を受講する際に利用
したいという意見多数。関係機関の意見は、研
修生の意向による、臨場感・緊張感の不足な
ど。

Ａ

・ニューファーマーズ
研修へリモート受講を
導入

　就農後の農業経営に
必要（有用）な資格や
免許の取得を推進しま
す。
（担い手研修科）

　研修生が円滑に就農できる
よう、農業機械研修の受講を
推進している。 大特免許研
修や小型建機研修の希望者は
多いが、刈払機研修の受講希
望者は少ない。（R3年度受講
率：40％）

・資格・免許研
修受講率
30％

・新規就農希望者向け３研修の受
講者を対象に、研修後の就農に必
要な資格取得研修（フォークリフ
ト・小型建機・刈払機）や免許取
得研修（大特免許）の受講を推進
する。

・各研修のオリエンテーション時に、資格取得
研修や免許取得研修の受講を勧誘。
・3研修の対象者63人中、大特免許や小型建機
の資格取得等の研修を申し込んだ者は34人
(54.0％)で、2つ以上申し込んだ者は14人。こ
のうち、抽選はずれのため受講できなかった研
修生は大特免許研修希望者9人、けん引免許研
修希望者2人。

Ａ

・新規就農希望者向け
３研修の受講者に、引
き続き資格取得研修や
免許取得研修の受講を
推進

　研修生への個別指導
により就農に必要な指
導を行います。
（就農企画科、担い手
研修科）

　農業技術研修生と農業者育
成支援研修生に対して年２回
の個別面談を行って、就農意
向や就農へ向けた課題を把握
し、助言することで就農に結
びつけてきた。
　ニューファーマーズ研修生
には個別面談を実施していな
い。

・個別面談の実
施
各研修２回／年

・新たにニューファーマーズ研修
生を加えた新規就農希望者向け長
期３研修において、研修生の就農
準備状況等の聞き取りを行い、助
言する。
　農業技術研修：７月、11月
　農業者育成支援研修：９月、12
月
　ニューファーマーズ研修：６月､
12月

・ニューファーマーズ研修生と農業技術研修は
6月から7月にかけて、育成支援研修生には7月
に全員を対象に面談を行い、修了後の進路の聞
き取りや、就農、農業法人への就職について助
言。
・農業技術研修の２回目の面談は、就農相談か
キャリアコンサルティングとして９月から11月
に、ニューファーマーズ研修生は、12月から1
月にかけて実施。
・農業技術研修の２回目は11月から12月にかけ
て実施。

Ａ

・ニューファーマーズ
研修を加えた長期３研
修で年間２回の個人面
談を行う体制の定着化

2
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　関係機関との連携に
より独立自営就農や農
業法人への雇用就農に
向けて円滑な誘導を図
ります。
（就農企画科）

　農起業支援ステーションに
おける就農相談対応の結果、
令和３年度は研修生１名が就
農予定、令和４年度に５名が
就農予定。今後も引き続き、
就農に向けた長期研修の研修
生が円滑に就農できるよう関
係機関と連携を密に取りなが
ら支援していくことが望まれ
ている。

・就農率
70％

・研修生に対し、農起業支援ス
テーションでの就農相談や各研修
での講義・面談を通して円滑な就
農へ誘導する。
・県内各地域で担い手育成機関の
設置が進むことからより効果的な
就農支援ができるよう、ニュー
ファーマーズ研修のリモート対応
を試行する。

・農起業支援ステーションも加わり、新規就農
希望者向け３研修（ﾆｭｰﾌｧｰﾏｰｽﾞ、農業者育成支
援、農業技術）のすべての研修生を対象に面談
を実施、農起業支援センターに面談内容を情報
を提供。
・地域の担い手育成機関の研修生にニュー
ファーマーズ研修の受講を誘導した結果、11人
が受講（JAあいち三河イチゴ3人､ナス3人、JA
西三河イチゴ2人、JAあいち中央イチジク1人、
豊田市農ライフ創生センター果樹２人）。
・ニューファーマーズ研修で３回リモート講義
を試行。音声の聞き取りや質疑応答のやり方な
ど改善が必要。
・就農率85％

Ａ

・就農説明会への参加
誘導
・地域の研修機関との
連携

1
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